
 
 

季刊 国際貿易と投資 Autumn 2007/No.69●105 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は地球温暖化に対する危機感を

これまでにない調子で警告した。IPCC 第 4 次評価報告書で報告しているよ

うに、食糧資源や水資源はもとより生態系などへの深刻な影響を及ぼすため

である。この主因は地球温暖化である。それをもたらす二酸化炭素（CO2）

の増加である。CO2増加の地球や人類への影響は IPCC よりはるか前に論じ

られていた。それは 1972 年マサチュセッツ工科大学のドネラ・H・メドウ

ズ女史率いるローマ・クラブが発表した『成長の限界』である。 

 『成長の限界』がもうひとつ指摘していた重要な問題が CO2 増加の影

響と表裏一体である生活水準向上に伴う資源枯渇である。これをエコロジ

カルフットプリント（EF：Ecological Footprint）という観点から論じる。

EF とは「世界が必要とする資源（穀物・飼料・木材・魚および都市部の

土地）を提供し、二酸化炭素の排出を吸収するために必要な土地の面積で

ある」。EF で示す面積と実際の面積を比較することによって、環境負担と

資源消費水準の持続性を比較することができる。この指標によると、世界

全体のEFは1980年代には既に環境容量を上回っており、2003年現在25％

も超過している。世界中の人間が米国並みの生活水準となったら、地球は

5.4 個また日本並では 2.5 個必要になる。世界が早急に目指さなければな

らないのは「地球一個分の資源やサービスを前提とした」環境容量に合わ

せた世界の経済社会を再構築することである。 
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 中国の台頭 

 

 2005 年中国の GDP 規模は 2.25 兆

ドルとなり、フランスを抜き世界 5

位となる。輸出入規模では 2004 年に

はともに世界第 3 位となる。1 人当

り所得も確実に上昇している。世界

銀行によれば、1970 年当時の中国は

低所得国で、1 人当り GDP はわずか

130 ドルでしかなかったが（日本は

高・中所得国で 1950 ドル、米国は高

所得国で 4970 ドル）。1979 年に改革

開放政策が採られる直前の 1978 年

には 379 ドルとなり、その後高度成

長を反映して 2001 年に 1000 ドルを

超え、2004 年には 1486 ドルとこれ

までの最高となる。中国経済が今後

も引き続き順調に推移していくなら

ば（年率 8％成長）、1 人当り所得水

準は 2031 年には米国並みになると

予測されている（注 1）。もし米国と

同様に、中国人 4 人のうち 3 人が車

を持てば、総数は 11 億台になる。

2003 年現在の世界の総台数は 8 億

4000 万余である。さらに日量 9900

万バレルの石油が必要になるが、大

きな増産は不可能かもしれない（レ

スター・ブラウン米地球政策研究所

理事長）。紙の消費量は現在の 2 倍に

なる。地球上の森林は消滅に向かう

だろう。世界の現在の穀物総収穫量

の 3 分の 2 相当を推定 14 億 5000 万

の中国人が消費することになる。 

 こうした状況は地球環境の悪化

（CO2 の発生）や石油の枯渇などを

想定させるものである。実はこれと

全く同様な事態を想定させる状況が

30 年以上前にあった。第 2 次世界大

戦後の復興を終え、1960 年代を経て、

1970 年代初頭に至るまでの高度成

長期を経験した特に先進工業国は大

量生産、大量消費というライフスタ

イルを形成し、大量の資源を浪費し

た。こうした状況の中で、1972 年マ

サチュセッツ工科大学のドネラ・

H・メドウズ女史率いるローマ・ク

ラブが発表した『成長の限界』であ

る。同報告は次の 3 点を強調した（注

2）。 

 １）世界人口、工業化、汚染、食

糧生産および資源の使用の現在の成

長率が不変のまま続くならば、来る

べき 100 年以内に地球上の成長は限

界点に到達するであろう。もっとも

起こる見込みの強い結末は人口と工
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業力のかなり突然の、制御不可能な

減少であろう。 

 ２）こうした成長の趨勢を変更し、

将来長期にわたって持続可能な生態

学的ならびに経済的な安定性を打ち

立てることは可能である。この全般

的な均衡状態は、地球上のすべての

人の基本的な物質的必要が満たされ、

すべての人が個人としての人間的な

能力を実現する平等な機会をもつよ

うに設計しうるであろう。 

 ３）もしも世界中の人々が第 1 の

結末でなく第 2 の結末にいたるため

に努力することを決意するならば、

その達成のために行動を開始するの

が早ければ早いほど、それに成功す

る機会は大きいであろう。 

『成長の限界』が発表された翌 1973

年 10 月、第 4 次中東戦争勃発を契機

に OPEC が石油戦略を発動し、石油

価格が急騰し世界的に石油の需給が

逼迫した。資源制約から『成長の限

界』が警告したことが身近な現実的

なものと受け止められ、世界を震撼

させた。 

 

 幾何級数的成長 

 

 1960 年代世界経済は高度成長期

にあり、「人口、食糧生産、工業化、

汚染および再生不可能な天然資源の

消費」すべてが増大しつつあった。

その成長パターンは「毎年の増加が、

数学者が幾何級数的成長と呼ぶ」も

のである（注 3）。それは「ある量が、

一定期間に、一定量だけ増加してい

る」線形的成長と違い、「ある量が、

一定期間に、その総量に対し、一定

の割合で増加する」成長である。こ

れを理解するために、ある量が 2 倍

になるのにどれくらいの期間が必要

であるのかを以下の例でみよう。 

 年率平均成長率を x とする。ある

量が 2 倍となるまでに n 年を要する

とすると、両者の間に（1＋x）n＝2

と関係づけられる。x と n 2 つの変

数の間に、近似的に xn=70 という関

係が成立する（表 1）。倍増に関する

卑近な例として銀行預金がある。預

金金利が年率 7％で 100 ドル預金す

ると、複利計算で 10 年後には 200

ドルとなる。年率成長率が 0.1％の場

合、ある量が 2 倍になるのに、700

年を要する。経済成長率が 7％だと

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


 
 

108● 季刊 国際貿易と投資 Autumn 2007/No.69 

すると、経済規模が 2 倍になるのは

10 年後である。1960 年代「所得倍増

計画」を掲げた日本の経済成長率は

年率 10.2％という高いものであった。

日本は10年を経ず経済規模を2倍に

してしまった。1968 年日本の GNP

規模は資本主義諸国のうちで米国に

次ぐ第 2 位となった。現在、1960 年

代の日本経済と同様に速い成長を遂

げているのが中国である。中国の平

均経済成長率は 1980 年代 9.7％、

1990 年代 10.0％に高まり、2004 年に

は 10.1％を記録した。 

 高度成長の 1960 年代を通じ、工業

化は進展し、食料生産も増加した。

世界全体で経済成長率は年率 6％

（実質）、人口増加率は 2.0％であっ

た。1 人当り GNP の増加率は年率

3.9％である。高まる生活水準を支え

るにはエネルギーが必要である。『成

長の限界』は 1 人当り GNP と 1 人当

りエネルギー消費量はかなりよく相

関し、全体として、両者の関係は直

線的である（注 4）。1970 年までのデ

ータによると、「世界の 1 人当りエネ

ルギー消費量は年 1.3％の率で上昇

しており、それは人口成長を含めた

総量では、年平均 3.4％で増加してい

ることを意味する」（注 5）。これを

表 1 の「倍増期間」でみると、21 年

で世界全体のエネルギー消費量は 2

倍になるということである。『成長の

限界』発表当時、「工業用エネルギー

生産の 97％は、再生不可能な天然資

源である化石燃料（石炭、石油、天

然ガス）の使用であった（注 6）。実

際の化石燃料を起源とする世界全体

の産業の最終エネルギー消費量は、

1971 年の 1460 百万トンから 2000 年

の 2145 百万トンを経て、2003 年に

は 2223 百万トンになった。これの

1971 年から 2003 年までの年率増加

率は 1.3％である。その他のエネルギ

ー起源を含む世界全体の最終エネル

ギー消費量は 1971 年の 3641 百万ト

ンから 2003 年には 6484 百万トンに

なり、これの年平均増加率は 1.8％で

ある（注 7）。この間の世界の人口増

加率は約 1.6％であるので、1 人当た

りの最終エネルギー消費量の増加率

はわずか 0.2％であるということで

ある。これは 1971 年までの 1.3％を

大きく下回り、世界全体で省エネル

ギーが強力に推進されたことを証明

するものである。 

 しかし化石燃料が燃焼されると、
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他の物質とともに二酸化炭素（CO2）

が放出される。これらは環境を汚染

させる物質で特に CO2は地球温暖化

の最大要因である。CO2 排出量は幾

何級数的に増加しており、例えば

1950 年から 2002 年にかけて、人為

的 CO2 は年率 2.8％のスピードで排

出されている（注 8）。幾何級数的増

加の意味の全地球に及ぼす影響を論

じる前に、それに関する要因をみよ

う。 

 以上の変化は基本的には経済と人

口成長によってもたらされたもので

ある。産業革命以前の世界の GDP

成長率は極めて緩慢なもので、表 2

によれば、年率 0.33％で、1 人当り

GDP に至っては 0.04％である。これ

は、表 1 でみた倍増期間によれば、

生活水準が2倍になるには1750年か

かる。これは、その時代に生きた人

間は生涯生まれた時のままの生活水

準であったということである。今日

は昨日の繰り返しであり、それが一

生続いたということである。もし人

生 50 年であったらならば、同じ生活

水準が 35 代にわたって続くことに

なる。1820 年以降 1 人当り GDP 成

長率は 1.21％に高まるが、それでも

生活水準が2倍になるには約58年か

かる。これは生涯をかけた時間に相

当する。世界の 1 人当り GDP の成長

率をもう少し期間を区切ってみると、

1950－70 年 2.87％と高まるが、2 つ

の石油危機があった 1970 年代を挟

み 1970－98 年には 1.43％に低下す

る。しかし 1900－98 年平均では

1.53％になる（注 9）。 

 1 人当り所得水準の向上に伴い人

口が増加する。さらに生活水準が向

上すると、死亡率が低下し、人口が

一層増加する。歴史的観察から、長

期人口動態は出生率と死亡率の差で

ある自然増加率から、4 つの局面を

辿る。第 1 段階は多産多死である。

これは社会経済的発展が生じない、

例えば産業革命以前では常態であっ

た。第 2 段階は多産少死である。こ

の段階は、生産力の増強とこれによ

る所得の向上で、栄養と住環境さら

に医療技術の改善などにより死亡率

が低下するが、出生率は余り低下せ

ず、自然増加率が最も高いものにな

る。死亡率の低下に遅れて、出生率

が低下し始めるのが、第 3 段階であ

る。このラグは出生に関する人々の

考え方や、その社会の歴史的慣行な
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どを反映するからである。第 4 段階

は、第 3 段階をさらに発展させた少

死少産型で、自然増加率は低くなり、

人口ゼロ成長に近い状況になる。先

進国はほとんど全てこの段階にあり、

東アジアの一部諸国も突入しつつあ

る。 

 第 2 次世界大戦後の世界の人口増

加率は 1950-60 年 1.8％、1960-70 年

2.0％、1970-80 年 1.9％、1980－90

年 1.7％、1990－2000 年 1.4％へと低

下しつつあるものの、「それを上回る

速度で人口基盤が拡大する」（注 10）。

そのため人口総数自体は増える。世

界の人口は 1950 年の 2524 百万人か

ら 1990年 5282百万人と 2倍を経て、

2000 年 6055 百万人になった。米国

商務省の推計によると、2006 年の世

界の総人口は約 65 億人に達し、20

年後には 79 億人になるという。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成長率（年、％） 倍増期間（年数） xn 
0.1 700 70 
0.5 140 70 
1.0 70 70 
2.0 35 70 
4.0 18 72 
5.0 14 70 
7.0 10 70 
10.0 ７ 70 

表１ 倍増期間 

（注）数学的に厳密的に計算すると、例えば成長率 5％の場合 
14.2 年、10％の場合 7.3 年となる 

項目 1500－1820 年 1820－1992 年 
世界の人口 0.29 0.95 

１人当り GDP 0.04 1.21 
世界の GDP 0.33 2.17 
世界の輸出 na 3.73 

表２ 世界経済の平均成長率 

（単位：％）

（出所）アンガス・マディソン『世界経済の成長史 1820～1992 年』 

    東洋経済新報社、2001 年、6 ページ 
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 フィードバック・ループ 

 

 人口増加率が低下しているのにも

かかわらず、総人口が増加するのは

「正のフィードバックループ」が作

用して、幾何級数的増大をもたらし

ているからである。「現在の人口が多

ければ多いほど、生まれる子どもの

数も多くなる。生まれる子どもの数

が増えると、人口もそれだけ増加す

る。この子どもたちが成長して親に

なるまでの時間がたつと、彼らから

さらに多くの子どもが生まれる。こ

うして人口は膨張を続ける」（注 11）。

「正のフィードバック・ループ」と

は、「それ自体で閉じた因果関係の連

鎖であり、したがって一つの要素に

変化が生じると、まわりまわって、

もとの要素を同じ方向にさらに変化

させる。増加はさらなる増加を生む」。

つまり「グループ全体の因果関係の

方向を強化する」ということである

（注 12）。『成長の限界』は幾何級数

的に成長するもうひとつ「工業資本」

があると指摘する。資本は機械や工

場を生産する。人口と「工業資本」

を生産要素（投入物）とみれば、そ

れを投入して生産物を生産するとい

う一種の世界規模大の生産関数とみ

なすことができる。生産物の増加は

世界の経済成長率に象徴される。 

 何も制約がないと「正のフィード

バック・ループ」は無限に幾何級数

的成長を続ける可能性があるが、こ

れを「打ち消す、ないしは逆転させ

る」あるいは制約するように作用す

る要因が世界に内在する。生産要素

投入の過程で、環境の汚染、天然資

源の枯渇、廃棄物、飢餓、CO2 が生

じる。これらが「負のフィードバッ

ク・ループ」として作用する。つま

り「成長がシステムの究極の限界す

なわち生命維持能力の限界に近づく

につれ、しだいに強くなる。最後に

は、負のグループが正のグループと

バランスするか、あるいはこれに打

ち勝って成長は終わりを告げる」（注

13）。それは地球という閉じられたシ

ステムはどのようなものであっても、

「衰退する可能性のある限界、止む

ことのない成長の追求、そして近づ

く限界に対する社会の反応の遅れ」

という 3 つの特徴を内在させており、

「行き過ぎて崩壊する可能性があ

る」（注 14）。上記 3 つの特徴を幾何

級数という概念をコアに「正負のフ
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ィードバック・ループ」と表現した

のが「ワールド 3」というモデルで

ある。 

「正負のフィードバック・ループ」

および人口、資本、食糧、天然資源、

汚染という 5 つの基本的な数量また

は水準をベースに「世界モデル（ワ

ールド 3）」を作成し、地球規模大の

世界の将来を展望したのが『成長の

限界』である。「世界モデル」は世界

システムの発展を支配してきた物理

的、経済的、社会的関係に大きな変

化がないと仮定し、1900 年から 1970

年までの実際のデータから予測に必

要なパラメータを計測し、5 つの基

本的数量がこれまでと同様のテンポ

で 2100 年まで推移するとしてみた

のが「標準計算」（スタンダード・ラ

ン）で、その結論が冒頭で紹介した

3 点である。再び『成長の限界』か

ら引用（107-108 ページ）すると以

下のとおりである。 

 破局は、再生不可能な天然資源の

枯渇によって発生する。工業資本ス

トックは、資源の莫大な投入を要求

するほどに成長している。その成長

過程自体で、使用可能な資源埋蔵量

の大部分は、底をついてしまう。資

源の価格が上がり、資源が底をつく

につれ、資源を得るために、ますま

す多くの資本がつぎ込まれなければ

ならなくなり、将来の成長のために、

投資する余裕はなくなってしまう。

遂に、投資は資本の減耗に追いつか

なくなり、産業の基盤が崩壊し、そ

れとともに、工業からの投入物（化

学肥料、殺虫剤、医療設備、コンピ

ュータそしてとくに、機械化のため

のエネルギー）に頼るようになって

いるサービスや、農業システムを巻

き添えにする。年齢構造と、社会適

応の過程につきものの時間的遅れの

ために、人口は増え続けるので、短

期間のうちに事態はとりわけ深刻な

ものになる。食料不足と健康維持の

ためのサービスの不足によって、死

亡率が引き上げられて、人口は遂に

減少する。 

『成長の限界』では、1900 年から

2100 年までの発展を示す 12 のシナ

リオを分析しているが、当時天然資

源の枯渇が強く意識されていたとい

うことで、技術の新しい発見や発展

で、経済的に利用できる資源の量が

倍増された場合（『成長の限界』図

36）と天然資源が「無制限」のケー
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ス（同図 37）を仮定したシミュレー

ションをみよう。前者は他の仮定を

「標準計算」と同じくし、1900 年の

資源埋蔵量を 2 倍にした。資源消費

は急激に減少しないので、工業化は

もっと高いレベルに到達できる。し

かし高い工業化は高率の汚染をまき

ちらし、環境の汚染吸収機構は飽和

してしまう。汚染は、死亡率の直接

的な増加と食糧生産の減少を起しつ

つ急激に増加する。資源は利用可能

性を 2 倍にしたにもかかわらず、遂

に枯渇してしまう。後者の資源枯渇

は 2 つの仮定で解決される。第 1 は

「無制限」の核エネルギーで開発可

能の資源が 2 倍になり、第 2 は核エ

ネルギーにより広範囲な資源の再循

環と代替が可能になる。こうした仮

定でも前者と同様に汚染の増大によ

り、成長が止められる。 

 1991 年に発表された『限界を超え

て』は、フィードバックを考慮した

非線型性に加えて一定時間内に処理

されるものの量を示す重要な概念で

あり同時にツールである「スループ

ット」を導入している（注 15）。そ

れは原料やエネルギーの供給（「ソー

ス」）の生産物からその廃棄物や汚染

を吸収（「シンク」）するフローの過

程である。しかし生産物の供給およ

び吸収ともに限界がある。前者の限

界とはエネルギーと原料を利用でき

る量と速度である。後者の限界とは

生産物が最終消費として吸収できな

いこと、およびその結果発生する廃

棄物と汚染である。特に「汚染水準

があまりにも高くなりすぎると、自

然の吸収機能自体が損なわれ汚染の

蓄積速度にいっそう拍車がかかる」

（注 16）。『成長の限界』が発表され

た 1970 年代初頭には、汚染吸収シス

テムの損傷を裏づける証拠はほとん

どなかった。当時想定されていたこ

とのひとつは温室効果ガスの増加で、

森林の死滅で CO2の主要なシンクの

減少であった（注 17）。しかし『成

長の限界』から『限界を超えて』ま

での 20 年間に、「地域レベルでは、

砂漠化、鉱物や地下水の枯渇、残留

期間の長い有害廃棄物による土壌や

森林の有毒化など」、地球規模では、

「気候を調節し、水や空気を浄化し、

バイオマスを再生し、多様性を守り、

廃棄物を守り、廃棄物を栄養素に転

換させる自然の大きな維持サイクル

を崩壊させかねない」などが進行し
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た。これらはいずれも「行き過ぎか

ら破局へのプロセスとみることがで

きる（注 18）。これは現実のシステ

ムはそれを進行させる傾向があるか

らである（注 19）。 

 資源の採取や汚染の排出が持続不

可能なペースで行われている時点で、

人口と経済は行き過ぎの状態にある。

ただそれを減速させるほど、地球の

維持システムへのストレスが強くな

いだけだ。「行き過ぎ」が起こるのは

フィードバックの遅れに原因がある。

つまり、限界を「行き過ぎた」とい

う情報が、行き過ぎてからかなり経

つまでシステム内の政策決定者たち

に届かないか、あるいは、彼らが情

報を信じてそれに基づいて行動しよ

うとしないことに原因がある。そし

て行き過ぎの最後の原因は成長であ

る。最終的に行き過ぎ状態を破局に

至らしめるのは、非線形的性質に促

された侵食作用である。浸食作用と

は、システムへのストレスであり、

早急に治療されない限り自ら増殖す

る。 

「ワールド 3」に「行き過ぎ・破局」

の傾向が強いのは次のような仮定に

基づいているからである。先に指摘

したが再び挙げる（注 20）。１）人

口・経済の成長が幾何級数的である

からである。２）人口と経済を維持

する原料とエネルギーのソースの物

理的限界、人間の活動が生み出す排

出物を吸収するシンクにも限界があ

ること。 

『成長の限界を超えて』でも「ワー

ルド 3」を若干バージョンアップか

つ『成長の限界』が 1972 年に発表さ

れた以降地球に関するデータの蓄積、

20 年間に学習したことを反映させ

て 13 のシナリオを提示している。条

件を様々変えて 13 のシナリオを検

討した結果、『限界を超えて』も『成

長の限界』で導き出した結論は現在

でも有効であるとしつつも、それを

補強する必要があるとし、以下のよ

うに書き換えた。 

 １）人間が必要不可欠な資源を消

費し、汚染物質の産出速度は、多く

の場合すでに物理的に持続可能な速

度を超えてしまった。物質およびエ

ネルギーのフローを大幅に削減しな

い限り、1 人当たりの食糧生産およ

びエネルギー消費量、工業生産量は、

何十年か後にはもはや制御できない

かたちで減少するであろう。 
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 ２）しかしこうした減少も避けら

れないわけではない。ただし、その

ためには 2 つの変化が要求される。

まず、物質の消費や人口を増大させ

るような政策や慣行を広範にわたっ

て改めること。次に、原料やエネル

ギーの利用効率を速やかに、かつ大

幅に改善すること。 

 ３）持続可能な社会は、技術的に

も経済的にもまだ実現可能である。

持続可能な社会は、絶えず拡大する

ことによって種々の問題を解決しよ

うとする社会よりも、はるかに望ま

しい社会かもしれない。持続可能な

社会に移行するためには、長期目標

と短期目標のバランスを慎重にとる

必要がある。また、産出量の多少よ

りも、十分さや公平さ、生活の質な

どを重視しなければならない。それ

には、生産性や技術以上のもの、つ

まり成熟、憐れみの心、智慧といっ

た要素が要求されるだろう。 

 

 「均衡状態の世界」（注 21） 

 

 行き過ぎや破局を防ぐために、『成

長の限界』は様々な異なる条件のシ

ミュレーションを検討した結果、次

のようにいう。１）人口の安定化だ

けでは不十分である、２）資本を一

定に押え人口の増加を許すような計

算でもやはり不十分である、かくし

て３）「両方の」正のフィードバッ

ク・ループを同時に制御下に置くこ

とである。つまり人口は出生率と死

亡率に、資本はその減耗率に、それ

ぞれともに等しくするということで

ある。そこで『成長の限界』は、１）

1975 年以降出生率と死亡率を等し

くする（図 44）、２）これに加えて

資本の投資率と減耗率を等しくする

（図 45）、３）成長抑制政策に技術

政策を追加（図 46）、４）以上の条

件に産児制限と子供 2 人という家族

構成を 1975 年に達成するなどとい

う様々な条件を追加して、将来展望

をシミュレートしている。 

 その結果によると、成長制約条件

が強いほど 1 人当り工業生産と 1 人

当り食糧は高まる一方、資源は下降

テンポに違いがあるが、いずれも枯

渇するようになる。上記１）と２）

のような人口と資本が一定の状態を

『成長の限界』は「均衡」と称する。

つまり均衡とは、「相反する力がバラ

ンスしたあるいは等しい状態を意味
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する。世界モデルのダイナミックス

において、相反する力は、人口と資

本ストックを増加させる力（望まし

い家族規模が大きいこと、産児制限

の効果が低いこと、資本投資率が高

いこと）と、人口と資本ストックを

減少させる力（食糧不足、汚染、資

本の減耗あるいは陳腐化の率が高い

こと）である（注 22）。『限界を超え

て』でも『成長の限界』以降の変化

を導入して「正のフィードバック・

ループ」と「負のフィードバック・

ループ」のバランスがとれた「均衡

状態」の達成が可能であるという。

それは「人口と工業生産の安定化に

加え、汚染排出、土地の侵食、資源

利用の削減に関する技術を 1995 年

に取り入れた場合」（シナリオ 10）

である。これによると 2100 年までの

世界は以下のようである（注 23）。 

「シナリオ 10」の人口は 80 億人弱

で安定化し、ほぼ一世紀のあいだ望

ましい物質的な生活水準で暮らす。

2010 年以降の平均期待寿命は 80 歳

強で維持される。1 人当りのサービ

スは1990年水準を210パーセント上

回り、すべての人に十分な食糧が供

給される。汚染は不可逆的な損害を

出す前にピークを迎え下降する。再

生不能資源の枯渇はきわめてゆっく

りと進行し、モデル上の 2100 年には

まだ元の資源量の半分が残されてい

る。 

「シナリオ 10」の社会は、2040 年が

過ぎると間もなく、環境への負荷を

全体的に軽減しはじめる。再生不能

資源の採取ペースは 2010 年以降低

下し、土地の侵食も、2040 年以降急

激に減少する。分解されにくい汚染

物質の産出量も 2015 年のピークに

減少する。システムは限界以下に落

ちつき、制御されない破局は回避さ

れ、生活水準も維持される。そして、

完全とまではいかなくとも均衡に近

い状態が維持される。 

 

 Ecological Footprint 

 

「シナリオ 10」によると、「均衡状

態の世界」はかなりの期間続くが、

『成長の限界』の後継『限界を超え

て』はもう一歩踏み込んで「持続可

能な社会」という着想を導入する。

それは 1987 年当時のグロ・ハルレ

ム・ブルントラント・ノルウェー首

相が委員長を務めた「環境と開発に
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関する世界委員会（WCED）」（通称

ブルントラント委員会）が定義した

「将来の世代がそのニーズを満たす

ための能力を損なうことなく、現世

代のニーズを満たす」社会である（注

24）。「シナリオ 10」はそうした角度

からみると、「持続可能な社会」であ

るという（注 25）。「人口は 77 億人、

食糧、消費財、サービスとも、その

1 人 1 人を物質的に快適な状態で維

持するのに十分である。この社会で

は、土地を守り、汚染を減らし、再

生不能資源の利用効率を高めるため

にかなりの労力が費やされ、絶えず

改良を続ける技術が取り入れられて

いる。成長は緩慢で、最終的には停

止するため、問題も処理可能なもの

で、実際にきちんと管理されている」。

「シナリオ 11」（人口と工業生産の

安定化に加え、汚染排出、土地浸食、

資源利用の削減に関する技術を

1975 年に取り入れた場合）および

「シナリオ 12」（人口と工業生産の

安定化に加え、汚染排出、土地浸食、

資源利用の削減に関する技術を

2015 年に取り入れた場合）でも可能

である。しかし前者（「シナリオ 11」）

は「過去には実現できた未来だった

が、いまではもはや実現不可能であ

る」（注 26）。後者はこれからのこと

である。 

 しかし世界は「シナリオ 10」の「均

衡状態の世界」を超えて、「持続可能

な社会」に向けて動いているのであろ

うか。これを判断するため、2004 年

に発刊された『限界を超えて』の後継

『成長の限界・人類の選択』も、再び

先に指摘した WCED の「持続可能性」

を強調している（注 27）。同時にこれ

までの 10 年間に、「行き過ぎ」を議論

するために登場した新しい語彙や尺

度として「エコロジカル・フットプリ

ント（EF:Ecological Footprint）」とい

う概念を導入する（注 28）。それは「世

界が必要とする資源（穀物・飼料・木

材・魚および都市部の土地）を提供し、

二酸化炭素の排出を吸収するために

必要な土地の面積である」。EF で示す

面積と実際の面積を比較することに

よって、環境負担と資源消費水準の持

続性を比較することができる。これは

1990 年代にブリティッシュ・コロン

ビア大学のマーティス・ワクナゲルら

が開発したもので、実際に利用可能な

土地の面積と比べた結果、EF で測っ

た 2003 年の資源の消費量は地球の扶
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養力（生物学的生産能力の限界）を

25％も上回っている。これは人類が 1

年間に使用した生態学的資源を地球

が生産するのに、およそ 1 年 3 ヶ月か

かることを意味している（注 29）。地

球規模のEFは現在も日一日と大きく

なっている。「人類が最後に持続可能

なレベルだったのは 1980 年代だ」（注

30）。 

 主要国の EF は表 3 で示すとおり

である。米国の EF は世界平均の 5.4

倍、日本のそれは 2.5 倍である。こ

れは世界中の人間が米国並みの生活

水準となったら、地球は 5.4 個また

日本並では 2.5 個必要であることを

意味する（注 31）。 

 なお実際に供給可能な面積と環境

に対する「負債」（EF のかなりの部

分は化石燃料使用による二酸化炭素

の排出が占める。2003 年の EF に占

める生物生産力の割合は 81.8％であ

るので、残りつまり 18.2％が「負債」

である）に分離して、国別の EF（ha/

人）をみると次のようである（表 3）。

①世界全体の EF は生物生産力を上

回る。②EF の大きい上位 12 カ国の

うち、生物生産力が上回っているの

は 3 カ国（ロシア、ブラジル、カナ

ダ）のみである。③生物学的不足が

最も大きいのは米国で、以下英国、

日本、イタリアと続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  EF 合計 生物学的 
  gha/100 万 

1 人当たり EF 生物生産力
余力/不足（▲） 

世界 14073 2.2 1.8 ▲ 0.4 
米国 2819 9.6 4.7 ▲ 4.8 
中国 2152 1.6 0.8 ▲ 0.9 
インド 802 0.8 0.4 ▲ 0.4 
ロシア 631 4.4 6.9 2.5 
日本 556 4.4 0.7 ▲ 3.6 

ブラジル 383 2.1 9.9 7.8 
ドイツ 375 4.5 1.7 ▲ 2.8 

フランス 339 5.6 3.0 ▲ 2.6 
英国 333 5.6 1.6 ▲ 4.0 

メキシコ 265 2.6 1.7 ▲ 0.9 
カナダ 240 7.6 14.5 6.9 
イタリア 239 4.2 1.0 ▲ 3.1 

表３ 主要国の EF（2003 年） 

（注）他の項目は 1 人当たり gha 

（資料）WWF for a living planet 2006（邦訳：『生きている地球 2006』） 
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 WWF International 事務局長の J・

リープ氏は次のように警告する。「深

刻な“超過”状態に陥っている。地

球が再生できるよりもはるかに多く

の資源を消費している。この傾向が

続くのであれば、恐ろしい影響を予

測することになる。重要な選択をす

る時が来ている。生活水準を向上さ

せつつ自然界に対する影響を減らす

ことは、決して簡単なことではない。

今私たちがどのような都市や発電所

や建物を築くかが重要である。それ

によって将来に過剰消費の負債を負

わせてしまうかもしれないし、逆に

持続可能な生活を営める未来を後押

しできるかもしれない」（注 32）。 

「地球生命維持システムは、およそ

地表面から上空 10km、地下 10km の

空間を占める物質系である。地球史

をみると、太陽からのエネルギーを

宇宙に放出する過程である水循環に

ともなった物質の移動と化学反応の

中から、循環する仕組みだけが選択

され、それが十分に複雑化した結果、

地球生命維持システムになったと考

えられる」（注 33）。地球は完全に閉

じた生命体である。「地球に限界（環

境容量）がある以上、地球一個分の

資源やサービス（浄化、供給能力）

を前提にした」（注 34）サステナブ

ルな経済社会にしなければならない

ことは言うまでもない。 

『限界を超えて』は資源の消費量や

CO2 に象徴される汚染排出量が持続

可能な限界を超えて増大している状

況を「行き過ぎ」と称している（注

35）。「行き過ぎ」とは環境からの遅

れたシグナルが成長を止めさせるほ

ど顕著でない状態をいう。これはま

ずソース（供給源）の資源ストック

の減少とシンクの汚染の増加がその

兆候である。「行き過ぎ」の状態にあ

るからといって、必ず破局につなが

るわけではない。しかし破局を回避

するためには速やかに断固たる行動

が必要である。まず原料とエネルギ

ーの削減である（注 36）。この狙い

は明らかである。地球温暖化の最大

の元凶である CO2排出量の削減であ

り減少である。上記を含めシステム

を管理可能で持続的なものに転換す

るために、その構造的特長を次のよ

うに逆にすることである（注 37）。

１）エネルギーと原料の効率をたか

めることで、そのスループットを減

らす（省エネや省資源技術革新で生
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産物一単位当りに必要な原材料の投

入量を減少させること。２）入手可

能な技術を用いて限界を可能な限り

引き上げる。３）限界のシグナルを

うまくとらえ、それに対する反応を

スピードアップさせる。社会はその

進路選択にあたって、長期的に損益

を判断する。４）侵食を防止する。

すでに侵食が見られる部分は、元の

状態に戻す。５）資本と人口の成長

を減速させ、最終的に成長を止める。 

 上記 5 つのうち「まず一刻も早く

減らさなければならないのは原料と

エネルギーのスループットである」。

物質的にかつエネルギー的に持続可

能であるためには、経済のスループ

ットが不可欠であるからである。た

だしそのためには次の 3 つの条件を

満たさなければならない。①再生可

能な資源の消費ペースは、その再生

ペースを上回ってはならない。②再

生不可能な資源の消費ペースは、そ

れに代わりうる持続可能な再生可能

な資源が開発されるペースを上回っ

てはならない。③汚染排出のペース

は、環境の吸収能力を上回ってはな

らない（注 38）。つまりまず省資源

と省エネルギーを目指せということ

である。 

 これらはかなり可能である。なぜ

ならばまず「現在の世界経済にはあ

まりにも多くの無駄と効率の悪さが

存在する」からである（注 39）。さ

らにこれまで営々と推進してきた温

暖化への技術的対策に大きな進展が

みられ、緩和対策に大きなポテンシ

ャルがありその具体化の可能性もあ

ることが判明している。例えば大気

中に放出される CO2を分離・回収し、

地下 1000 メートル以上の帯水層な

どに貯留する「二酸化炭素回収・貯

留（CCS）」（注 40）がある。それど

ころか米国の国境に近いカナダのサ

スカチワン州ウェイバーン油田は

CCS の先進地で、同油田にパイプラ

インで米国から引張てきた CO2を高

圧にして、地下 1400m に注入して枯

渇していた産油層が劇的に回復した

という。この場合石油や石炭を押え

なくてすむ（注 41）。さらに省エネ・

技術の開発、エネルギー代替、新エ

ネルギーの開発、廃棄物の活用（バ

イオマス）、リサイクル（3R）など

あらゆる分野で技術開発が強力に進

行している。 

 かつて日本は1973年第1次石油危

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


資源枯渇：もうひとつの脅威 
 

季刊 国際貿易と投資 Autumn 2007/No.69●121 

機を受け全治 3 年という大打撃を受

けた。当時日本はそのためにオフイ

スでは昼休みには消灯やエレベータ

ーの稼動を半分にするとか国を挙げ

て省エネに努めた。その後日本は世

界最高の省エネルギーや省資源の技

術を開発した。現在 CO2排出量を減

らす「低炭素社会」を目指す技術が

毎日陸続として報道されている。こ

れでも日本は世界の最先端を走って

いる。2007 年 5 月に開催された IPCC

第 3 部会は様々な対応策を発表して

いるが、地球温暖化や資源の枯渇は

今や全球的規模で取り組まなければ

ならない。それではどのような枠組

みで取組むのか。 

 産業革命以降の工業化と人口の急

増は、地球が自らの生命維持システ

ムを構築する過程で生み出した資源

を消滅ないし枯渇さらに膨大な産業

と家庭からの廃棄物を生み出した。

加えて CO2の排出を急増させ地球を

温暖化させた。「物質リスク」と「気

候リスク」の発生である（注 42）。「気

候リスク」が目標とする社会は「脱

温暖化社会」であり、その手法は「低

炭素エネルギーの開発とエネルギー

効率の向上」である。「物質リスク」

の手法は「資源生産性と環境効率の

向上」で、その目標は「循環型社会」

の構築である（注 43）。 

 「脱温暖化社会」と「循環型社会」

は先に指摘した EF およびサステナ

ブル社会からみて当然のことながら

表裏一体である。あるいはこうもい

える。「地球維持生命システム」を守

る両輪である。どちらを欠いても地

球は守れない。 

 地球環境を配慮した循環型社会と

は、省エネ・資源をもたらす新しい

素材の開発や技術革新を出発点（入

口）とし出口としての最終製品まで

の生産構造の再編であり効率化であ

る。この循環構造の入口と出口との

間にあるのが再生可能資源や廃棄物

である。3R（Reduce, Reuse, Recycle）

は再生資源の活用であり、バイオマ

スなどのエネルギー化は廃棄物の有

効利用である。これらは地球温暖化

の要因である CO2を減らす。 

 2000 年の世界の廃棄物の総排出

量は約 127 億トンで、2050 年には約

270 億トンにも達すると見込まれて

いる（注 44）。このため 2002 年 9 月

のヨハネスブルグ・サミット実施計

画に基づき、各国は持続可能な生
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産・消費形態への転換を加速する 10

年間の枠組みを策定することになっ

ている。しかしこの廃棄物を数量的

にどのように把握するかが課題であ

る。この問題を解決する方策が、1992

年の「地球サミット」の開催前の

1990 年頃に次世代の構造材料の課

題を探索する日本の調査委員会の中

にあった。その概念は「エコマテリ

アル」で、環境調和性やアメニティ

性を配慮して、材料が有する特性を

最大限引き出す LCA（Life Cycle 

Assessment）や LCC（Life Cycle Cost）

を用いて環境負荷を定量的に評価す

ることができる（注 45）。日本は 2000

年には「循環型社会形成推進基本法」

（「循環基本法」）を制定した。一国

の経済がどれだけの資源を採取、消

費さらに廃棄しているかをみる手法

として物質フロー分析（Material 

Flow Analysis:MFA）がある。これは

「特定の分野に投入される資源やエ

ネルギーと、そこから産出される製

品、副産物、廃棄物、汚染物質など

について、その総量やそこに含まれ

る特定の物質の量、これらの収支バ

ランスを体系的・定量的に把握する

手法の総称で、「物質フロー会計

（Material Flow Account）」や「マテ

リアルバランス（物質収支）」とも呼

ばれる（注 46）。 

 日本は「循環計画」で、物質フロ

ーの「入口」、「出口」、「循環」に関

する 3 つの指標に次のような目標を

設定している（注 47）。①「入口」

では資源生産性（＝GDP/天然資源の

投入量）。これは 1990 年度の約 21

万円から2000年度約28万円を経て、

2003 年度には約 31.6 万円に上昇し

た。2010 年度には約 39 万円を目標

とする（いずれもトン当り）。②循環

利用率（＝循環利用料/（循環利用量

＋天然資源投入量））は前項目に対応

して約 8％、約 10％、約 11.3％に高

まり、2010 年度には約 14％を目指す。

③最終処分量は 1990 年度の約 110

百万トンから 2003 年度には約 40 百

万トンへと大幅に減少し、さらに

2010 年度には約 28 百万トンへの減

少を目指す。 

 

（注） 

（1） 読売新聞 2006 年 5 月 14 日付け朝刊。 

（2） ドネラ・H・メドウズ、デニス・L・

メドウズ、J・ラーンダズ、W・W・

ベアランズ 3 世『成長の限界』(The 
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Limits to Growth)（大来佐武郎監訳）

ダイヤモンド社、2005年（第 61版）、

11-12 ページ。1972 年に刊行されて

以来 2005 年 8 月 4 日現在 61 刷を記

録しているロングセラーである。 

（3） 同上、13 ページ。 

（4） 同上、57 ページ。 

（5） 同上、58－59 ページ。 

（6） 同上、59 ページ）。 

（7） 日本エネルギー経済研究所『エネル

ギー・経済統計要覧 2006 年』より計

算。 

（8） 地球・人間環境フォーラム『環境要

覧 2005/2006』古今書院、2005 年、

99 ページ。 

（9） 小浜裕久・浦田秀次郎『世界経済の

20 世紀』日本評論社、2001 年、表 1

－1。 

（10）ドネラ・H・メドウズ、デニス・L・

メドウズ、J・ラーンダズ、『限界を

超えて・生きるための選択』（Beyond 

the Limits:Confronting Global Collapse, 

Envisioning a Sustainable Future）（茅

陽一監訳）ダイヤモンド社、2002 年

（第 8 版）、32 ページ。 

（11）同上、32 ページ。 

（12）同上、26 ページ。 

（13）『成長の限界』139－140 ページ、『限

界を超えて・生きるための選択』26

ページなど。 

（14）『限界を超えて・生きるための選択』

163－178 ページ。 

（15）『限界を超えて・生きるための選択』

10 ページ、54-55 ページ、136 ペー

ジ。 

（16）『成長の限界』164 ページ。 

（17）同上、165 ページ。 

（18）『限界を超えて・生きるための選択』

166 ページ。 

（19）同上、173 ページ。 

（20）同上、177－178 ページ。 

（21）『成長の限界』第Ⅴ章。 

（22）同上、154－155 ページ。 

（23）『限界を超えて・生きるための選択』

246－257。 

（24）同上、267 ページ。 

（25）同上、258 ページ。 

（26）同上、261 ページ。 

（27）ドネラ・H・メドウズ、デニス・L・

メドウズ、J・ラーンダズ『成長の限

界・人類の選択』（Limits to Growth: 

The 30-year Update）（枝廣淳子訳）ダ

イヤモンド社、2005 年、324 ページ。 

（28）同上、xiv-xvi。 

（29）WWF for a living planet 2006（邦訳：

『生きている地球レポート 2006』14

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


 
 

124● 季刊 国際貿易と投資 Autumn 2007/No.69 

ページ）。 

（30）同上、xvi。 

（31）同上、xv。世界平均の 1 人当たり EF

（2.2gha）が地球の扶養力（生物学

的生産能力の限界）を 25％超えてい

る。世界有数の生活水準を誇る米国

の EF が 9.6gha で、もし全世界の人

口が米国並みの生活したときに必要

な地球の数を x とすると、次の方程

式を解けばよい。2.2：1.25＝9.6：x

→2.2x=1.25＊9.6→x＝5.4。日本につ

いても同様である。 

（32）『生きている地球レポート 2006 年版』

（人類のフットプリントさらに拡大、

記者発表資料、2006 年 10 月 24 日）。 

（33）鈴木淳史編『エコマテリアルハンド

ブック』丸善株式会社、平成 18 年、

4 ページ。 

（34）同上、3 ページ。 

（35）『限界を超えて・生きるための選択』

246 ページ。 

（36）同上、176―177 ページ。 

（37）同上、178 ページ。 

（38）『成長の限界・人類の選択』325 ペー

ジ。 

（39）同上、177 ページ。 

（40）IPCC によると CCS は全世界で少な

くとも 2 兆トンの貯蔵能力があると

いう。つまり世界の CO2排出量の約

100 年分を封じ込めることが可能で

あるということである。日本は年間

排出量の 4－110 倍に相当する 52－

1500 億トンの貯留能力があるとみ

られている。技術的には既に実用の

レベルにある。欧州連合はポーラン

ドで実証実験をしている。2007 年 3

月 EU は 2015 年までに 12 の実験プ

ラントを立ち上げることを決定した。

ノルウェーでは天然ガス採掘業者が

北海で実用化している（毎日新聞

2007年 1月 22日、日本経済新聞 2007

年 2月 21日、3月 22日付け各朝刊）。

日本では J パワー、経済産業省など

は火力発電所が排出する CO2を液化

して地中に埋蔵する事業化を豪州で

している（日本経済新聞 2006 年 5

月 4 日付け朝刊）。日本の環境省は

CO2 の海底貯留を許可制とすること

を決定した。免許は 5 年毎に更新す

る（日本経済新聞 2007 年 2 月 21 日

付け朝刊）。その背後に CO2の分離・

回収技術実務の行動がある。それは

石炭に限らず、石油や天然ガスなど

化石燃料を燃やす排ガスなどから

CO2 だけを分離し回収すると、地球

温暖化の主因であるとされる CO2排
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出の減少に向けて大きく削減する可

能性が出てくる。この分野で日本は

その技術を実用化できる位置にある

という（産経新聞 2006 年 10 月 23

日、朝日新聞 2007 年 4 月 13 日付け

各朝刊）。日本、米国、中国、韓国お

よびインドの 5 カ国は石炭発電の

CO2 の排出ゼロを目指して石炭火力

発電所の共同開発をする。開発する

発電所は石炭をガス化し、まず発電

効率を高め従来型に比べ CO2排出量

を 2 割減らし、さらに発電の際に生

じる CO2 を液化し地下に閉じ込め

CO2 の排出量ゼロを目指す（日本経

済新聞 2007 年 4 月 22 日付け朝刊）。

日本では地球環境産業技術研究機構

がCO2を地下に封じ込めるCCSの試

験を新潟県長岡市と北海道夕張市で

既にしている（朝日新聞 2007 年 5

月 5 日付け朝刊）。 

（41）読売新聞 2007 年 6 月 2 日付け朝刊。

米国エネルギー省などによると、工

場や火力発電所などの発生源で捕獲

できる CO2は将来、米国の排出量の

55％を占めるという。 

（42）鈴木淳史編前掲書、4 ページ。 

（43）同上、4 ページ。 

（44）環境省『循環環境型社会』平成 19

年版、52 ページ。 

（45）鈴木淳史編前掲書、11 ページ。 

（46）環境省『循環白書』平成 18 年版、第

1 章。環境省（上記白書）は「我が

国の循環型社会づくりを支える技術

―3R・廃棄物処理技術の発展と変遷

―」（総説 2）は詳しく分析している。 

（47）環境省編『循環型社会白書』平成 18

年版、48－49 ページ。
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